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１ 地下鉄７号線延伸に関する経緯・検討過程 

（１） 地下鉄７号線延伸の背景 

地下鉄７号線は埼玉高速鉄道線と東京メトロ南北線の総称であり、現在の埼玉高速鉄道線開業

まで及び浦和美園から蓮田以北までの延伸に対する活動等の背景にあたる社会状況、計画、事業

等について平成１３年度までの経緯を以下に示す。 

 ・高度経済成長期には人や産業が東京に集中する傾向が顕著になると、都心部の地価の高騰が始ま

り、人々はやがて住まいを郊外に求めるようになった。 

・昭和４５年から５０年の人口増減の変化をみると東京都心部では大きく人口が減少する半面、ド

ーナッツ状に郊外の人口が増加している。また、昭和４０年代後半に首都圏の各地で大規模なニ

ュータウンの入居が始まった。 

・旧岩槻市の人口は昭和４０年約４２千人が昭和５０年約８４千人と１０年間で倍増している。 

 ・昭和４４年４月に地下鉄７号線を鳩ヶ谷、岩槻、羽生まで誘致しようと「地下鉄７号線誘致期成

同盟会」の結成大会が岩槻市立福祉会館大ホール（現さいたま市民会館いわつき）で開かれた。

なお、平成４年７月に名称が「地下鉄７号線建設誘致期成同盟会」に変更され今日に至る。 

  （同盟会構成市：川口市、さいたま市、蓮田市、白岡市、久喜市、加須市、羽生市） 

・現在の浦和美園駅周辺は、かつて、農家住宅などが点在する台地部と水田を中心とした低地部か

らなる、広大な市街化調整区域であった。 

・昭和６０年７月の運輸政策審議会において、地下鉄７号線の埼玉県内（～浦和東部まで）への路

線整備が答申され、この地域のまちづくりの機運が高まることになった。 

・平成４年に埼玉高速鉄道（株）が設立され、首都圏都市整備構造再編の一翼を担う「埼玉中枢都

市圏業務核都市推進計画」において、この地域は、「大宮・さいたま新都心などと連携し、良好

な環境を有する住宅系市街地」（職住近接型都市構造の受皿となる住宅地系市街地）として位置

づけられた。 

・平成５年１月に埼玉県がＦＩＦＡワールドカップの国内開催候補地に決定した。 

・平成６年１月、埼玉県５か年計画において「国際アメニティタウン構想」の先導地区として現在

の浦和美園駅周辺が重点施策に位置づけられた。 

・２００２年ワールドカップ開催に向けて、埼玉高速鉄道については、平成６年に鉄道、駅前交通

広場及び関連都市計画街路が都市計画決定された。 

・平成７年７月埼玉高速鉄道線の起工式が行われ、平成１３年３月に赤羽岩淵から浦和美園間 

（１４．６km）が開業したが、利用客は需要予測を大幅に下回った。 

・平成８年９月に埼玉県は埼玉県営スタジアム（現埼玉スタジアム２○○２）の収容規模を４万人

から６万人に拡大することを決定した。（ＦＩＦＡ基準：決勝、準決勝は６万人収容規模） 

・平成１３年３月に地域の東西交通の要となる国道４６３号バイパスが開通した。 

・平成１３年３月に都市基盤整備公団（現ＵＲ都市機構）の２地区とさいたま市の１地区の事業認

可が得られ、土地区画整理事業がスタートし、平成１８年４月にまち開きが行われた。 

・平成１３年１０月に観客収容６３,７００人の埼玉スタジアム２○○２が開設され、翌年ワール
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ドカップサッカー大会の準決勝戦が開催された。 

（２）地下鉄７号線延伸に向けた取組経緯 

■運輸政策審議会答申第１８号

・平成１２年１月に地下鉄７号線の延伸計画は運輸政策審議会（以下、「運政審」）答申第１８号で

浦和美園から東武野田線（以下、「東武アーバンパークライン」）の岩槻を経由し、ＪＲ東北本線

（以下、「宇都宮線」）の蓮田までの延伸が平成２７年までに開業を目指すＡ１路線として位置づ

けられた。

■先行整備区間位置づけ

・平成１４年４月に浦和美園～岩槻間を先行整備区間と位置づけた。

■埼玉高速鉄道検討委員会設置

・平成１５・１６年度に埼玉県によって埼玉高速鉄道検討委員会が設置され、延伸実現にむけての

提言が県に提出された。

■都市鉄道等利便増進法施行

・平成１７年８月に都市鉄道等利便増進法が施行され、国・自治体による補助と上下分離方式によ

るリスク分散を主な内容とする新たな鉄道事業手法が誕生した。

■地下鉄７号線延伸検討委員会設置

・平成２３年度に埼玉県とさいたま市が共同して、浦和美園から岩槻までの延伸に関するこれまで

の調査の「とりまとめ」と事業性の「評価」を行うことを主たる目的に「地下鉄７号線延伸検討

委員会」（以下、「検討委員会」）を設置し、埼玉県及びさいたま市に検討結果の報告書が提出さ

れた。

・検討の基本となる慎重ケースでは、採算性※１４４年、Ｂ／Ｃ※２０．９となり、国の事業許可要

件である一般的な目安には届かなかったが、延伸の方向性について「延伸実現に資する方策」を

組み合わせて実施することなどにより「プロジェクトの評価を高めることは可能である。」と提

言された。

 ※１採算性：累積資金収支黒字転換年

 ※２Ｂ／Ｃ：費用便益比

■浦和美園～岩槻地域成長・発展プラン策定

・平成２４年９月にさいたま市が「浦和美園～岩槻地域成長・発展プラン」（以下、「成長・発展プ

ラン」）を策定した。

・各種方策を展開することによって、魅力を高め、定住人口及び交流人口を増加させ、浦和美園～

岩槻地域の成長・発展を推進することを主な目的として、成長・発展に向けた方策とその行程を

まとめた。

・同地域の成長・発展の実現は、地下鉄７号線延伸のプロジェクト評価を高め、実現にもつながる。

そして、これらの効果はさいたま市全体の価値を高めるものである。
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■さいたま市地下鉄７号線延伸事業化推進期成会設立

・平成２４年９月に「地下鉄７号線の延伸」を「オールさいたま市」で応援する自治会、経済界、

沿線大学、スポーツ界等の幅広いメンバーで構成された「さいたま市地下鉄７号線延伸事業化推

進期成会」が設立された。

■地下鉄７号線延伸の新たな方向性

・平成２４年１０月にさいたま市長が「地下鉄７号線延伸の新たな方向性」を示した。主な内容と

しては延伸の「検討」段階から、地域の成長・発展の「実行」段階に移行し、プランの方策によ

って地域の定住・交流人口の増加を図るとともに、プロジェクトの評価を継続的に確認し、概ね

５年後の事業着手※を目標とした。

※事業着手：鉄道事業者による「都市鉄道等利便増進法」に基づく申請手続きに入ること。

■地下鉄７号線延伸検討会議設置

・平成２６年９月に浦和美園から岩槻までのプロジェクトの評価や蓮田までの延伸計画の検討を行

うため、鉄道、交通、まちづくりの専門家と事務局の埼玉県、さいたま市及び蓮田市の職員で構

成する「地下鉄７号線延伸検討会議」（以下、「検討会議」）を設置した。

・検討会議では成長・発展プランの平成２４～２６年度の方策の進展に伴う効果及び地下鉄７号線

延伸計画の評価と総括を行った。

■交通政策審議会答申第１９８号

・平成２６年５月に次期答申に向け第１回交通政策審議会（以下、「交政審」）陸上交通分科会鉄道

部会が開催され、「東京圏における今後の都市鉄道のあり方」等の審議が開始された。

・平成２８年４月に交通政策審議会答申第１９８号において、埼玉高速鉄道線の延伸（浦和美園～

岩槻～蓮田）として位置づけられた。意義として「埼玉県東部と都心部とのアクセス利便性の向

上を期待」とされた。一方、課題としては事業性の課題が指摘され、事業計画について十分な検

討が行われることを期待することも併記された。

■地下鉄７号線（埼玉高速鉄道線）延伸協議会設置

・平成２９年９月に浦和美園から岩槻までの延伸に関して交政審答申で示された課題の解決に向け、

延伸の事業性及び沿線まちづくりについて協議を行うため、鉄道、交通、まちづくり等の専門家

と埼玉県、さいたま市職員が委員として構成する「地下鉄 7 号線（埼玉高速鉄道線）延伸協議

会」（以下、「延伸協議会」）を設置した。
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地下鉄７号線（埼玉高速鉄道線）延伸概要図 
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（３）地下鉄７号線延伸検討過程概要

平成２３年度検討委員会（検討区間：浦和美園～岩槻）

■基本的考え方

・以下の条件を課したのは埼玉高速鉄道線の開業時に利用者が需要予測を大きく下回ったこと、

沿線開発の厳しさなど、厳しい条件から考えるべき等の委員の意見を踏まえてもっとも慎重な

前提条件を設定した。

■需要予測

・最新データの活用と人口減少局面を踏まえるため平成３２年（開業の想定年）と１５年後の平

成４７年の２断面で需要予測を実施した。また、現況再現として実績値と比較し需要予測モデ

ルの妥当性を確認した。

 ■慎重ケース（Ｂ／Ｃ、採算性）

 ・慎重ケースは人口減少を踏まえるとともに、開発、快速運転等による需要増加を加えず、営業

リスクも考慮した。

  ・営業リスクは延伸開業後の利用者の定着遅れを想定し、開業の５年後に需要予測値に到達する

ものとした。また、予測年次以降も人口減少とともに営業主体の収益を減少させた。

  ■概算建設費（消費税５％）

  ・東武岩槻駅橋上化による東西自由通路の設置、建設コスト、建設期間を考慮して東武岩槻駅の

東側に地下鉄７号線岩槻駅（地下駅）を設置するものとした。

  ・平成２２年価格により試算し、他路線の建設費の実績と比較・検証し妥当性も確認した。

  ・現行は１編成（車両６両）で運行、将来的に検討される１編成（車両８両）への対応等の費用

は計上していない。

平成２６年度検討会議（検討区間：浦和美園～岩槻～蓮田）

■基本的考え方

・平成２３年度の考え方を踏襲し、需要予測等を行った。

■需要予測

・平成３７年（開業の想定年）と１５年後の平成５２年の２断面で実施した。なお、需要予測実

施にあたり前提条件のデータ更新等を行い、需要予測の精度を高めるため各市区域及び小ゾー

ンごとに年齢階層を考慮した。また、現況再現として実績値と比較し需要予測モデルの妥当性

を確認した。

・延伸線の利用客減少は延伸線地域の将来人口推計の減少や他路線（ＪＲ上野東京ライン、東武

スカイツリーライン急行の増便）のサービスレベル（利便性）の向上等によるところが要因と

なった。

  ■慎重ケース（Ｂ／Ｃ、採算性）

  ・平成２３年度検討委員会と同条件で行った。
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  ■概算建設費（消費税８％）

  ・平成２３年度検討委員会と同じ建設条件としたが、建設費の上昇を考慮し再試算を行った。

平成２９年度延伸協議会（協議区間：浦和美園～岩槻）

■基本的考え方

・交政審答申の定量分析に準拠して需要予測等を行う。

・「鉄道需要分析手法に関するテクニカルレポート」（平成２８年７月１５日）を適用し、「鉄道

ネットワークのプロジェクトの検討結果」（平成２８年７月１５日）における分析の前提条件

も参考とする。

・過去に調査した埼玉スタジアム２○○２の観客移動調査等や新規に沿線大学移動調査につい

て地域特性として考慮する。

■需要予測

・交政審答申の定量分析に準拠して平成４２年（開業の想定年）の１断面で実施する。なお、需

要予測実施にあたり前提条件のデータ更新（平成２７年国勢調査）等を行う。また、地下鉄７

号線岩槻駅（地下駅）から東武岩槻駅の乗換移動速度（時分）の変更、運賃の消費税１０％導

入想定を行った。さらに、現況再現として実績値と比較し需要予測モデルの妥当性を確認する。

  ■答申準拠ケース（Ｂ／Ｃ、採算性）

  ・過年度は慎重ケースとして実施してきたが、本年度から「鉄道需要分析手法に関するテクニカ

ルレポート」を適用するなど、東京圏における地下鉄７号線延伸の定量的な分析を自治体とし

て地域特性等を考慮し実施するケースとして「答申準拠ケース」と名称を変更した。

  ・Ｂ／Ｃの計算期間は開業年次平成４２年から３０年と５０年する。

  ■概算建設費（消費税１０％）

  ・平成２６年度検討会議と同じ整備計画を基にした建設条件とし、建設費の上昇は考慮せず平成

２６年度検討会議の試算結果にコスト縮減策を考慮する。また、消費税１０％に変更する。

  ・「鉄道需要分析手法に関するテクニカルレポート」において概算建設費想定基礎は平成２５年

度価格、消費税込み１０％としていることから、建設費の上昇は考慮せず平成２６年度の試算

額とする。

（４）まちづくりの取組経緯

浦和美園～岩槻地域成長・発展プラン策定

・平成２４年９月にさいたま市が魅力を高め、定住人口及び交流人口を増加させ、浦和美園～岩槻

地域の成長・発展を推進することを主な目的として、成長・発展に向けた４３の方策とⅡ期平成

２９年度までの成長目標を定めた成長・発展プランを策定した。

・平成２７年６月に成長・発展プランの強化として浦和美園駅周辺で５方針、岩槻駅周辺で８方針

を追加した。

・浦和美園～岩槻地域成長・発展推進会議を設置し、方策の効果検証や進行管理を行っている。
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浦和美園駅周辺

・独立行政法人都市再生機構（以下「ＵＲ都市機構」）施行の２地区の土地区画整理事業は平成２

９年２月に換地処分公告がなされ、新町名が施行された。また、さいたま市施行の２地区は２０

２０年東京オリンピック・パラリンピックまでに概成を目指している。

・この間、ＵＤＣＭi（アーバンデザインセンターみその）、複合公共施設（コミュニティセンター、

図書館、支所等）の開設、スマートホーム・コミュニティモデル街区の「浦和美園Ｅ-フォレス

ト」を始めとし、戸建住宅、マンション等が急速に建設されている。

・保育園、医療施設、ショッピングセンターなど生活関連施設が相次ぎ開設されている。また、新

たに小中学校の開設が計画されている。

・埼玉県の公募による順天堂大学の附属病院等の誘致が動き出している。

・地域が主体となった浦和美園まつり等が新たな新旧住民の交流の場を生み出している。

中間駅周辺

・さいたま市が中間駅周辺まちづくりについて平成２３年度の検討委員会に提案するにあたり、開

発需要調査を行い定住人口の想定として約４０００人と設定したまちづくり６案を提案した。

（まちづくり将来像・基本方針を検討しコンセプト３案×開発パターン２案による６案）

・新たな需要の掘り起こしや地域連携を目指し、目白大学岩槻キャンパス内で文化祭と同日に「い

わつきマルシェ」を開催している。

岩槻駅周辺

・平成２８年度末に岩槻駅舎や西口駅前広場が完成した。また、東口駅前に民間のビジネスホテル

が開設されるなど、駅前が大きく発展した。しかし、一方で閉店していたストアが解体され、暫

定の自動車駐車場となっている。

・既存のイベントに加え市民団体主体の新たなイベントが複数開催されている。

・（仮称）岩槻人形博物館やにぎわい交流施設が平成３１年度の開設予定である。
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２ 埼玉県とさいたま市の上位計画における地下鉄７号線の位置づけ 

（１） 埼玉県上位計画 

■埼玉県５か年計画   希望・活躍・うるおいの埼玉- 

・計画期間は平成２９年度から平成３３年度までの５年間である。 

  ・第３章分野別施策が６分野設定されており、分野Ⅳ成長の活力をつくる分野の施策４１便利で

安全な公共交通網の充実に「交通政策審議会答申に基づく新線などの鉄道整備の検討・推進」

とあり、地下鉄７号線の延伸の検討が示されている。 

（２） さいたま市上位計画 

■２０２０さいたま希望のまちプラン 総合振興計画（後期基本計画） 

・計画期間は平成２６（２０１４）年度から平成３２（２０２０）年度までの７年間である。 

  ・将来都市構造の中でさいたま市は都市機能を集積する拠点として２都心４副都心を位置づけて

おり、その副都心に美園地区と岩槻駅周辺地区が位置づけられている。 

出典：2020 さいたま希望のまちプラン

  ・第４章都市基盤・交通の分野、第３節暮らしや交流、活力を支える交通体系の構築における施

策展開で１公共交通ネットワークの充実で「地下鉄７号線の延伸促進に取り組む」としている。 
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 ■さいたま市都市計画マスタープラン 

・平成２６年度改定され、目標年次は約２０年後の平成４２（２０３０）年としているが、上位

計画等見直しを踏まえ、必要に応じて多角的視点で見直しを行うとしている。 

  ・第３章分野別の方針、２．交通体系の方針で「埼玉高速鉄道線の利用促進を図り、東京都心と

の交流・連携を深めるとともに、浦和美園～岩槻地域の成長・発展を推進し、地下鉄７号線延

伸による鉄道利便性の向上を図ります。」としている。 

  ■さいたまＳＭＡＲＴプラン さいたま市総合都市交通系マスタープラン基本計画 

・平成２９年３月改定され、目標年次は総合振興計画後期基本計画において本市の夜間人口がピ

ークを迎える平成３７年としているが、今後の状況変化等を総合的に判断した上で、具体的な

見直し時期を決定するとしている。 

  ・４つの基本方針が立てられており、その基本方針１集約・ネットワーク型都市構造を支えるア

クセス性の高い交通体系の構築に展開する施策で鉄道の代替性・多重性の確保における内容と

して、地下鉄７号線の延伸が代替移動手段の提供や本市の東部の南北移動を支える交通の導入

を検討するとしている。 

３ 地下鉄７号線（埼玉高速鉄道線）延伸協議会 

（１）目 的

・延伸協議会の目的は、交政審答申を踏まえ浦和美園から岩槻間の延伸の意義や課題解決に向け

て延伸の事業性、沿線のまちづくりについて協議する。

・具体的には過年度の検討委員会及び検討会議の検討結果等や「成長・発展プラン」における方

策の進捗状況等を踏まえ、概ね５年後の年度として需要予測や採算性等について下記の前提条

件のもと算定（県、市の共同調査による）などを行った結果について協議する。

また、さいたま市の計画である「成長・発展プラン」の現状や今後の見直しに向けて協議す

る。さらに、課題解決に向けた必要事項について協議する。

【前提条件】

・延伸線の先行整備区間（浦和美園～岩槻）に関して、都市鉄道等利便増進法に基づく手法（都

市鉄道利便増進事業：国及び自治体による補助、上下分離方式）を前提にする。

・「鉄道プロジェクトの評価手法マニュアル２０１２改訂版」、新たに、「鉄道需要分析手法に関

するテクニカルレポート」を適用し、「鉄道ネットワークのプロジェクトの検討結果」におけ

る分析の前提条件も参考とし、需要予測、採算性、Ｂ／Ｃの試算を行う。

（２）協議日程

  ・延伸協議会や分科会において鉄道、交通、まちづくりなどの各分野の専門家と埼玉県、さいた

ま市の職員が委員となり協議を行う。また、国や関係機関によるオブザーバーの参加もいただ

いた。

なお、延伸協議会を２回、分科会は鉄道及びまちづくりの分科会を各２回開催し、協議内容
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等の概要は下記の通りである。

・延伸協議会等での議論について補足等をするために延伸協議会委員や鉄道等に関する関係者に

対してヒアリング等を随時行った。

・専門家やオブザーバー等による浦和美園～岩槻までの延伸線沿線地域の視察を事前に行った。

  ■延伸協議会

第１回延伸協議会 平成２９年９月５日（火）１０：００～ さいたま市内 会議室

第２回延伸協議会 平成３０年１月予定

■鉄道分科会

第１回鉄道分科会 平成２９年１１月予定

第２回鉄道分科会 平成３０年 １月予定

■まちづくり分科会

第１回まちづくり分科会 平成２９年１１月予定

第２回まちづくり分科会 平成２９年１２月予定

※ 報告書に関する意見のとりまとめ 

     事務局を担当したさいたま市が延伸協議会の各委員等からの意見等をもとに報告書とし

てまとめる。
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４ 延伸計画 

（１） 延伸事業前提 

・都市鉄道利便増進事業の適用を前提に整備主体は独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機

構（以下「鉄道・運輸機構」）、営業主体は埼玉高速鉄道株式会社を想定した。

・交政審の答申について都市鉄道利便増進事業補助を仮定している。

・検討委員会で鉄道事業者について検討した経緯があり、収入変化等から埼玉高速鉄道株式会社

を営業主体と想定した場合に既存ストックを活用して効率的な運行が可能であり、利用者利便

及び事業性の観点から優位性が高いと考えられたことによる。

都市鉄道利便増進事業概要 

出典：国土交通省ＨＰを加筆

（２）整備計画

地下鉄７号線（埼玉高速鉄道線と東京メトロ南北線の総称）は、平成２８年４月の交政審答申で、

浦和美園～岩槻～蓮田までの延伸が位置づけられている。そのうち、先行整備区間の浦和美園～岩
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槻間については、現在、埼玉県とさいたま市が共同で調査・検討を行っている。

  整備計画について建設費の試算は消費税１０％込みとする。

その整備計画を下記に示す。

延伸線延長：約７．２km 
駅   数：３駅

        仮称であるが「埼玉スタジアム駅（臨時）」、「中間駅」、「岩槻駅」の３駅を新設

構   造：浦和美園から岩槻の既成市街地の手前までの主構造は高架構造であり「埼玉スタジ

アム駅（臨時）」と「中間駅」は高架駅とし、既成市街地は「岩槻駅」の地下駅まで

を地下構造

          地下鉄７号線（埼玉高速鉄道線）延伸計画概要図 

（３）運行計画 

埼玉高速鉄道株式会社による運行を想定する。ついては既設線の運行形態である各駅停車

を延伸線においても基本とする。ただし、運賃の消費税は１０％を想定し設定する。なお、

埼玉スタジアム駅（臨時）については埼玉スタジアム２○○２においてＪリーグ戦等のサッ

カー大会が開催されたときにのみ開設（停車）する駅とする。

この「運行計画」は基本条件のみを記し、その他、感度分析による運行形態は別に記す。 

運 行 者：埼玉高速鉄道株式会社

運行形態：各駅停車

     所要時間例：岩槻駅～赤羽岩淵駅 ２６分

運  賃：埼玉高速鉄道線の運賃体系を基に、延伸線の運賃については、埼玉高速鉄道との

通算運賃とする。なお、消費税については、１０％を想定し設定する。

車両編成：１編成（６両）の追加 
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■埼玉スタジアム駅常設化の考察

延伸線の現行計画では、埼玉スタジアム駅については、埼玉スタジアム２○○２においてＪリ

ーグ戦等のサッカー大会が開催されたときにのみ開設（停車）する臨時駅としている。しかしなか

ら、みそのウイングシティのＵＲ都市機構施行の土地区画整理事業が完了したことに伴い、これか

らの地域の成長・発展を鑑みると検討の必要性が改めてでてきている。

【現 状】

みそのウイングシティの特徴としては南北に長い土地区画整理事業であり、現在の路線バスの発

着は浦和美園駅から主に岩槻駅、大宮駅、浦和駅、東川口駅への路線が運行し地区外の駅と結ばれ

ている。また、臨時的に試合開催時のみ埼玉スタジアム２○○２に向けて各方面から臨時バスが運

行している。

現在の路線バス運行ではみそのウイングシティ内を南北に縦断した路線があまりない状況であ

る。

【効 果】

埼玉スタジアム駅の常設化により、地域内で至近距離であるが、南北に鉄道駅が配置され、地区

内のまちづくりに寄与する。また、将来的には路線バス等の運行も期待され、地区外の学校等に対

しての最寄駅となることも想定されるなどの効果が得られると考えられる。

【留意事項】

・埼玉スタジアム駅の常設化に伴い、停車時分による中間駅、岩槻駅への速達時間の伸び

・埼玉スタジアム駅の建設費増

・営業経費増

・需要予測への影響

５ さいたま市の延伸に向けた取組 

（１）地下鉄７号線延伸の新たな方向性

 ・平成２３年度に埼玉県とさいたま市が共同で検討委員会を設置した。

・検討委員会より、「延伸の方向性の提言」において「延伸実現に資する方策」を組み合わせ実

施することなどにより、「プロジェクト評価を高めることは可能である。」とされた。

・平成２４年９月にさいたま市が「成長・発展プラン」を策定した。

・平成２４年１０月にさいたま市長が「地下鉄７号線延伸の新たな方向性」を示した。

【新たな方向性の主な内容】

・延伸の「検討」段階から、地域の成長・発展の「実行」段階に移行し、プランの４３の方策を

推進する。

・方策の効果の検証、改善など徹底した進行管理と地域の定住・交流人口の増加を図るとともに、

プロジェクトの評価を継続的に確認して、概ね５年後の事業着手を目標とした。

 ・浦和美園～岩槻地域成長・発展推進会議の設置
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平成 29 年度 浦和美園～岩槻地域の成長・発展に資する４３の方策 
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（２）方策のマネジメント

 ・さいたま市は庁内組織「浦和美園～岩槻成長・発展推進会議」を中心にＰＤＣＡサイクルによる

方策の実施状況の確認、効果の検証、方策の改善など徹底した進行管理を行う。

浦和美園～岩槻地域成長・発展プラン進行管理 

出典：浦和美園～岩槻地域成長・発展プラン

第Ⅰ期（平成 24～26 年度） ※各年度の進捗をチェック、次年度方策展開に反映

Do Check Action 

成長・発展プランの策定 
方策・行程表の設定 

成長・発展プランに基づく 
各方策の実施・展開 

各方策の進捗状況の 
検証・評価 

Plan 

方策展開 計画策定 検証・評価 

第Ⅱ期 

（平成 27～29 年度） 

Do Check Action 

方策展開 検証・評価 

実施方策の効果検証 
方策の改善、補強 

第Ⅲ期 

（平成 30～32 年度） 

Do Check Action 

見直し・改善 方策展開 検証・評価 

●プロジェクトの評価を継続的に確認し、概ね５年後の事業着手を目標。 

●以降も地域の成長・発展に向けた方策は継続し推進。

※平成２６年度末に総括

見直し・改善 

見直し・改善 
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（３）浦和美園～岩槻地域成長・発展プランの進捗状況

出典：浦和美園～岩槻地域成長・発展推進会議資料を一部修正
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６ 地下鉄７号線を取り巻く状況 

（１）２０２０東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催

   ・平成２５年９月に２０２０東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催が決定し、埼

玉スタジアム２○○２が、サッカー競技会場となる予定である。

（２）交通政策審議会答申第１９８号

   ・運政審答申第１８号（平成１２年１月）で蓮田までの延伸が位置付けられて以降、新たな答

申に向けて平成２６年５月に交通政策審議会陸上交通分科会鉄道部会が開催され、「東京圏

における今後の都市鉄道のあり方」等の審議が開始された。

   ・平成２６、２７年度の２年間で「東京圏における今後の都市鉄道のあり方」の総論、具体論

を議論、検討を重ねた。

   ・次期答申に向け、平成２７年度の前期中には関係自治体等に対しアンケート調査やヒアリン

グが行われた。

   ・平成２８年４月に交政審答申第１９８号で地下鉄７号線が埼玉高速鉄道線の延伸として位置

づけされた。

    ※交通政策審議会は運輸政策審議会の後継の組織である

（３）主な他路線の動向

東武鉄道

・東武鉄道（株）が東武グループ中期経営計画２０１７～２０２０を平成２９年４月に発表し

た。その中で春日部駅ジャンクション機能強化（東武スカイツリーラインと東武アーバンパ

ークラインの相互乗り入れ強化によるアクセス性向上、都心からの速達性向上）の記載があ

る。

・延伸協議会事務局のさいたま市として上記計画の内容を確認するため、東武鉄道に平成２９

年７月に問い合わせたが、「東武鉄道としての目標ともいうべきものであり、現在、詳細な

計画をしているものではない。」とのことであった。

・現在、東武グループ中期経営計画２０１４～２０１６で示していた東武アーバンパークライ

ンの利便性・快適性の向上として新型車両増備と大宮～春日部間急行運転開始（大宮～春日

部間２１分⇒１５分 約６分短縮）を行っている。また、東武スカイツリーラインと東武ア

ーバンパークライン間で新型車両特急リバティを導入している。

・現在、春日部駅付近連続立体交差事業の計画が進められており、春日部駅はアーバンパーク

ラインとスカイツリーラインと合わせて４面８線に増設する計画が検討されている。

ＪＲ東日本

   ・ＪＲ東日本は平成２７年３月１４日に東北縦貫線（以下、「上野東京ライン」）を開業した。

その時の概要は宇都宮線・高崎線と東海道線が相互直通運転（大宮～東京間３６分で９分短

縮、通勤時間帯に宇都宮線５本・高崎線５本乗り入れ）、常磐線は品川駅まで直通運転され
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た。

神奈川東部方面線

 ・都市鉄道等利便増進法の適用を受けた事業であり、相鉄・東急直通（約１０．０ｋｍ）と相

鉄・ＪＲ直通（約２．７ｋｍ）の２区間において上下分離方式を採用し整備主体は鉄道・運

輸機構、営業主体は相模鉄道株式会社及び東京急行電鉄株式会社である。

 ・この事業は平成２８年８月に開業時期と建設費について、「全線開業は平成３４年度下期へ

と変更になる見通し、建設費は約２,７３９億円から約４,０２２億円へと変更になる見通し」
であることを公表した。

 ・この事業については神奈川東部方面線事業に関する対応方針（平成２８年１２月 鉄道・運

輸機構）に詳しい。

さいたま市内の答申路線等

地下鉄７号線延伸に係わるさいたま市内の答申についての現在の状況を記す。

大宮駅グランドセントラルステーション化構想

  ・大宮駅は交政審答申に位置づけられている。また、首都圏広域地方計画では北海道・東北、

上信越・北陸方面から新幹線が集結しており、東日本のネットワークの結節点として連携・

交流機能の集積・強化を図ることとされている。大宮駅グランドセントラルステーション

化構想は駅機能の更なる高度化、交通基盤等の整備、駅周辺のまちづくりを三位一体で整

備するものであり、現在、大宮グランドセントラルステーション推進会議を設置、検討を

している。

東西交通大宮ルート（中量軌道システム）の新設

・交政審答申に位置づけられており、課題で示された「収支採算性」及び「ルート」につい

て、検討を進めている。

（４）市民団体の活動

・さいたま市地下鉄７号線延伸事業化推進期成会は平成２４年９月１９日に延伸の事業化に取

り組む市の応援団として自治会、経済界、沿線大学、スポーツ界等で構成される「オールさ

いたま市」の団体として設立され、現在、会員数１１,５５１人（平成２９年３月３１日現
在）を要する組織に成長している。

・３つの柱を活動の基本とし活動を行っている。

【３つの柱】

 １ 調査・検討事業を行い、さいたま市への事業提案をする。

 ２ 埼玉高速鉄道の利用促進に向けた事業を行う。

 ３ 講演会やイベントなどで、延伸実現に向けたＰＲ活動を行う。
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７ 地下鉄７号線延伸（浦和美園～岩槻～蓮田）の意義・必要性 

   交政審答申は意義として「埼玉県東部と都心部とのアクセス利便性の向上を期待」としている。

検討委員会で浦和美園から岩槻間の延伸について整理した「意義・必要性」を踏まえ、さらに

新たな視点を加え、検討会議で浦和美園から蓮田間の延伸について検討した。

   また、検討委員会では事業性を評価するにあたり総合評価を行った。そこで、「事業による効

果・影響」において、Ｂ／Ｃ、採算性や貨幣換算できない項目について「定量的」及び「定性的」

に分析し総合的に勘案し評価を行った。評価対象として代替路線交通の確保、岩槻の観光・文化

の振興、浦和美園の成熟などについてである。検討会議では「事業による効果・影響」に大きな

状況の変化はないものとして見直し等は行わなかったが、蓮田までの延伸を前提に再整理した。

（検討委員会及び検討会議の「地下鉄７号線延伸に関する報告書」を参考にされたい。）

   改めて平成２９年度において浦和美園から蓮田までの延伸を踏まえつつ意義を下記の通りま

とめた。

（１）鉄道ネットワークの効果

   地下鉄７号線の蓮田までの延伸整備により、埼玉県の東部地域に井桁構造（ＪＲ宇都宮線・東

武スカイツリーライン線の南北軸、東武アーバンパークライン・ＪＲ武蔵野線の東西軸、新たな

南北軸としての地下鉄７号線）の鉄道ネットワークが完成し、各種の効果がある。

１）混雑緩和

① 路線の混雑緩和

     運政審答申第１８号（平成１２年１月）は、「計画策定に当たっての基本的な考え方」と

    して第１に混雑の緩和を挙げ、平成２７年における東京圏の主要３１区間のピーク時の平

    均混雑率を１５０％にするとされ、個別路線においてもピーク時混雑率を基本的に１８０％

    以下にすることを目指している。地下鉄７号線延伸線周辺の既設線を見ると、混雑率が低下

してきているが国土交通省発表の平成２８年度混雑率※は、３１区間の平均混雑率は１６

５％で個別路線においては、東武スカイツリーラインの小菅～北千住間で１５０％、京浜東

北線の川口～赤羽間で１７６％、宇都宮線の土呂～大宮間で１４８％となっている。埼玉県

を初めとする東京圏における通勤、通学時の混雑緩和対策は、かねてより都市鉄道の最重要

課題であり地下鉄７号線の浦和美園～岩槻～蓮田間の延伸は、他路線の混雑緩和に寄与し、

さいたま市、蓮田市だけでなく首都圏北部地域の住民の快適な都市生活の増進が期待できる。

    ※混雑率：混雑時間帯１時間の平均

出典：三大都市圏における主要区間の平均混雑率・輸送力・輸送人員の推移
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② 駅の混雑緩和

     現在、東武アーバンパークラインから都心方向等へ向かう場合、大宮駅においてＪＲ線に

乗換える必要がある。東武アーバンパークラインの大宮駅は頭端式ホームであることから、

朝のピーク時には改札へ向かう乗客でホームが非常に混雑し安全面的にも課題となってい

る。また、ＪＲ線への乗換は移動距離も長く、乗換抵抗が非常に大きい。これらの課題に対

して、延伸線の開業による都心方面等へ向かう旅客の分散が期待される。また、大宮駅の機

能高度化（大宮駅グランドセントラルステーション化構想）による乗換混雑緩和も期待でき

る。

   ２）利便性の向上

都心方面へ新たな経路選択が構築され、経路選択の多様性による利便性向上、ＪＲ宇都宮

線沿線など県北地域への速達性向上に寄与する。

３）リダンダンシー（代替路線）

     災害等のリダンダンシー（代替路線）として、特に東日本大震災ではＪＲ線等が止まる中

で埼玉高速鉄道線は即日復旧し、約１２時間で約１万人超の振替輸送の実績があった。また、

ＪＲ線駅付近の火災などにおいても代替交通として役割を果たしている。

延伸する場合は、ＪＲ線や東武鉄道線との結節によりリダンダンシーのネットワークが強

化され、更なる効果が想定できる。

（２）まちづくりとの連携

延伸により、鉄道不便地区の解消は無論のこと沿線地域間の移動交流によりまちづくりの成

長・発展が促され、相乗効果を上げることができる。また、今後の本格的な少子高齢化社会の到

来に対し、有効な対策と考えられる駅を中心とした持続可能なコンパクトシティの形成に寄与す

る。

さいたま市の岩槻駅周辺は、城下町や人形のまちとしての歴史・文化で「地域資源を生かした、

魅力とにぎわいを創出するまちづくり」を目指しており、地下鉄７号線の延伸により特に都市型

観光の交流人口増加が期待できる。浦和美園駅周辺では、「みそのウイングシティ」でスポーツ、

健康、環境・エネルギーをテーマに埼玉スタジアム２○○２を生かした市街地整備及び「次世代

自動車・スマートエネルギー特区」によるスマートホーム・コミュニティ等を推進させ、未来都

市の創造をはかっており、さらなる定住・交流人口増加が期待できる。

さらに、さいたま市は岩槻駅周辺地区と美園地区を副都心と位置付けており、都市活動を多様

化する役割、相互の連携強化が期待されている。

延伸線沿線の各地域を都心と地下鉄７号線で繋ぐことにより、各地域が目指しているまちづく

りと連動し相乗効果が発揮され、まちづくりの進展により社会的効果として住民生活の向上や交

流人口増加に寄与するとともに地域経済の活性化などが期待できる。
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（３）高齢社会への対応

さいたま市の総合振興計画（後期基本計画）の推計値によると平成２２年１９．１％から平成

３２年には２４．８％に上昇し、平成５２年には３人に１人が高齢者となる見通しであり、延伸

線沿線地域の緑区、見沼区、岩槻区では高齢化の進行に差があり、岩槻区が３区の中で高齢化の

進行が早い見通しである。

   また、高齢社会の中で高齢者の就業、自動車運転者による交通事故の増加、独り暮らしなどの

高齢者の移動等の課題がクローズアップされている。平成２０年のパーソントリップ調査結果

（以下、「ＰＴ調査」）から高齢者の移動数・頻度が高まる傾向が見られている。延伸線沿線地域

でも高齢者トリップ数が大きく増加しており（Ｈ１０ＰＴ：１０４３⇒Ｈ２０ＰＴ：２９９１）

高齢者の移動ニーズが高まっている。さらに、現在、高齢者の就業率が高まっている。他方で、

平成２６年には、加齢に伴う身体能力の低下等から自主的に運転免許証を返納する６５歳以上の

高齢者が、埼玉県内で初めて１万人を超えた。全国的な傾向であるが、運転免許返納者数は平成

２３年度以降急激に伸びている。一方、３０歳代未満の免許保有率は若干低下傾向にある。この

ような社会背景から高齢者の移動手段の確保が求められている。自家用車やバスに頼らざるを得

なかった高齢者の移動手段に定時制・速達性のある鉄道が加わることになり、移動環境の改善に

繋がり、社会活動等の参加が促進されることが期待される。

ついては、地下鉄７号線は相互直通運転で都心直結であり、乗換え負担の軽減にもつながり、

ますます重要性が高まる。

（４）高速道路と延伸線の連携

   延伸ルートが東北自動車に並行することから、岩槻インターチェンジや蓮田サービスエリアが

立地していることを活用し、パークアンドライド、モーダルシフトの他、災害リスク対応では鉄

道と高速道路などの連携により災害派遣の人員輸送等の可能性など非常時対応としての新たな

切り口の効果も期待される。

   現在、蓮田サービスエリアは規模拡大のための工事を行っている。

（５）環境負荷の軽減

   地下鉄７号線の延伸によって、自動車交通から公共交通である鉄道等への転換が促進されるこ

とにより、大気汚染ガス等が削減され環境負荷の軽減が期待される。
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 地下鉄７号線延伸線の整備効果概要 

出典：平成 26年度 地下鉄７号線に延伸に関する報告書に加筆
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参 考 

１ 都市鉄道等利便増進法 

出典： 都市鉄道等利便増進法 関係資料集 国土交通省 
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神奈川東部方面線 計画経緯 

出典：  独立行政法人  鉄道建設・運輸施設整備支援機構ＨＰより抜粋 
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２ 延伸事業前提の補足 

都市鉄道利便増進事業の適用を前提に整備主体及び営業主体を想定し、各主体における前提条件

を設定し、そのデータを基に採算性やＢ／Ｃを試算する必要がある。 

ついては、各主体の概要を参考に記す。 

 ■独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構概要 

   独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構は、新幹線をはじめとする鉄道建設を行って

いた日本鉄道建設公団と、鉄道事業者及び海上運送事業者等に対し運輸施設の整備を推進するた

めの助成その他の支援等を行っていた運輸施設整備事業団が統合し、平成１５年１０月に設立さ

れた。

   「明日を担う交通ネットワークづくりに貢献します」というスローガンのもと、持続可能で活

力ある国土・地域づくりを実現するため、これまでの業務で培った確かな技術力、豊富な経験、

高度な専門知識を最大限発揮して、安全で安心な環境にやさしい交通ネットワークの確立を目指

している。

   鉄道建設等については、総合的なマネジメントを行える我が国唯一の公的な整備主体として、

良質な鉄道を安全かつ経済的に建設することを推進しているとともに、鉄道事業者に対し、補助

金等の各種助成その他支援等を行うことにより、鉄道施設の整備や技術開発等を促進している。 

（出典：交通ネッワークの未来に向けて 鉄道・運輸機構パンフレットに加筆）  

なお、鉄道・運輸機構の「都市鉄道利便増進事業費補助取扱要領」では、「交付の対象等」と

して、都市鉄道利便増進事業の施設整備を行う者（地方公共団体の出資に係る法人及び機構で・・・）

とされている。

■埼玉高速鉄道株式会社概要 

   平成４年３月２５日に埼玉県や沿線自治体などが出資し、第三セクターとして設立された。

平成１３年３月２８日には、赤羽岩淵から浦和美園までの１４．６㎞が開業した。

   開業当初から、巨額の建設費に伴う有利子負債を抱え、毎年、多額の返済をしてきたが、リー

マンショックや東日本大震災の影響、さらに他路線からの乗換需要の低迷等により、輸送人員が

予想を下回る状況が続き、経営自立化が困難な状況と考えられることから、平成２６年度に事業

再生 ADR手続きを実施した。
   輸送人員については、沿線のまちづくりが進むとともに、年々増加傾向にあり、平成２７年度

には、１日当たり輸送人員が１０万人（年間平均）を突破した。決算については、沿線人口の伸

びや地域密着経営をキーワードに様々な取組を進めたことにより、運輸収入や運輸雑収入が増加

するなど２期連続の黒字を達成し、平成２８年度の当期純利益は２,６６９百万円である。
   また、利用者サービスの向上として、平成３０年春から通学定期を最大２２．２％値下げする。
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